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杭頭免震構造の開発（その１）
地盤－杭－建物連成系一体解析モデルを用いた地震応答解析
Development of Pile-head Seismic Isolation Structure (Part 1) Seisemic 
Response Analysis considering Soil-Pile-Structure Interaction
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§1．はじめに

近年，免震構造の合理化を目的に，杭頭に免震部材を
直接設置する杭頭免震構造（以下，杭頭免震）を採用し
た建物が増加している．杭頭免震は通常の基礎免震構造
（以下，基礎免震）と比べ基礎構造を合理化でき 1），平
面規模の大きな建物には経済的メリットが大きい．特に
物流倉庫での採用が多く，最近では共同住宅への適用例
も出てきている．
しかし，基礎免震は免震部材が剛強な二重基礎梁で挟

まれており，免震部材上下端に回転がほぼ生じない安定
した構造であることに対し，杭頭免震は免震部材を杭頭

部に直接設置することから，杭頭部に回転角が生じる．
この回転角を健全な範囲に制御することが求められる．
既往の文献 2）～ 6）より，杭頭回転角は上部構造か

らの慣性力，免震層の P- δによる付加曲げモーメント，
地盤変位など様々な要因が複雑に関係して生じることが
明らかとなっている．そのため，地盤との動的相互作用
を考慮した一体解析モデルでの検討は有効と考えられる．
本研究では，地盤－杭－建物連成系一体解析モデル（以

下，一体解析モデル）を構築し，時刻歴応答解析を行い，
様々な解析条件における応答性状の把握，応答結果の比
較を行う．また，基礎免震構造との応答値の比較につい
ても検討する．

§2．解析モデルの概要

2－ 1　対象建物
対象建物は 6階建て物流倉庫で，規模は長辺 120 m

（10 mスパン）×短辺 50 m（10 mスパン）の延べ面積
36,000 m2とする．構造種別は 1階～ 5階までを柱 RC

梁 S造，6階を S造とした．屋根は軽量な折板とした．
建物の伏図，軸組図を図－ 1に示す．
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要　　約

一般的な基礎免震構造に対し，基礎構造の合理化を目的として，杭頭に直接免震部材を設置する杭
頭免震構造による建物が近年増加している．杭頭免震構造では，杭頭部，つまり免震部材下端に回転
が生じるため，回転角の把握が重要となる．本報では，地盤，杭，建物を連成させた，杭頭免震構造
の一体解析モデルを構築して地震応答解析を行い，設定した地盤条件における地震時の各部挙動を明
らかにした．また，一般的な基礎免震構造についても一体解析モデルを作成し，地震応答解析を行っ
た結果，本報の解析条件のもとでは，杭頭免震構造は杭頭回転角 1/100 rad.以下の範囲において基礎
免震構造と比べて免震層の応答値に有意な差は見られなかった．このことから杭頭免震構造を採用す
る場合において，基礎免震構造と同等の設計法とすることが出来る可能性を示した．
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2 － 2　解析モデル
本報で用いる一体解析モデルは図－ 2に示すように，
上部構造と免震部材，つなぎ梁，杭を一体にモデル化し，
各杭は杭周地盤ばねを介して自由地盤と接続するモデル
とした．対象とした建物が整形であることから，計算負
荷を軽減することを目的として，中通り短辺フレーム（図
－ 1伏図の点線）を抜き出した平面モデルとした．
以下に各部のモデル化について述べる．

（1）上部構造
RC柱，S柱はファイバーモデル，RC基礎梁，S梁の
曲げ特性はM-θモデルとし非線形性を考慮する．上部
構造の内部粘性減衰は瞬間剛性比例型とし，基礎固定（免
震層なし）時の 1次固有周期（1.381 sec）に対して 2％
に設定する．平面フレームモデル作成時の各節点の重量
は集中質量として負担面積分の重量を設定する．各質点

の重量は表－ 1に示す．
（2）免震部材
本検討モデルで採用した免震部材はモデル化の簡便
性に考慮し，鉛プラグ入り天然積層ゴム支承（以下，
LRB）のみとした．免震部材の力学的モデルには，三山 2）

が提案する，端部回転を有する天然ゴム系積層ゴムを対
象とした剛棒ばねモデルを用い，水平剛性，回転剛性に
水平変位依存性，軸力依存性を考慮した．（図－ 3参照）

（1）式中の積層ゴムの水平剛性および回転剛性は（2），
（3）式で表わされる．

ここで，G：ゴムのせん断弾性率，A：ゴム部せん断
断面積，n：ゴム層数，tr：ゴム 1層厚，Erb：体積弾性
率で補正されたゴムの曲げ弾性係数，I：ゴム部の断面
2次モーメント，座屈荷重 Pcrは（4）式により表わされる．

また，（2）式中のφhは天然ゴム系積層ゴムの水平剛
性に関する水平変位依存性，（3）式中のφ rcは回転剛性
に関する水平変位依存性を示しており，それぞれ（5），（6）
式で表される．本解析モデルでは，免震部材に LRBを
採用したため（5）式は使用せず，LRBの復元力特性は

図－１　伏図・軸組図

図－２　一体解析モデル

図－３　免震部材の力学モデル

表－ 1　各階重量（kN）
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ひずみ依存型バイリニアで設定した．

ここで，x：水平変位，D：積層ゴム円形断面の外径
である．
免震部材の諸元を表－ 2に示す．免震部材は全て

LRBとし，径は柱の長期軸力を考慮して選定し，鉛径
は標準的なものを用いた．
（3）つなぎ梁
つなぎ梁の断面形状は B1000 mm× D350 mmとし，
材端の非線形性をファイバーモデルにより考慮した梁要
素でモデル化した．
（4）杭
杭は場所打ちコンクリート杭で要素長さ 1 m毎に分

割した梁要素でモデル化し，曲げ特性はファイバーモデ
ルによって非線形性を考慮する．杭の内部粘性減衰は瞬
間剛性比例型として，自由地盤の 1次固有周期に対して
3％に設定する．杭径は 1500 mmとする．
（5）杭周地盤ばね
杭周地盤ばねは杭の各質点と自由地盤の各質点間をば

ね要素とダッシュポット要素を並列に結合する．ばね要
素の復元力特性は弾塑性とし，文献 7）に示されている
Francisばね，基礎指針ばねの 2種類を対象とする．応
答解析時の履歴特性は逆行型とする．杭周地盤ばねの
ダッシュポット要素の減衰係数は Gazatasらの方法を参
考に評価した減衰係数 7）を求め，地盤の 1次固有周期
を考慮して減衰定数 hに変換し，内部粘性減衰として
取り扱う．
（6）自由地盤
自由地盤は表層地盤厚さを 1 m毎に分割した土柱と

し，各質点を地盤のせん断ばねと減衰を表すダッシュ

ポットでつなぐ質点系モデルとする．自由地盤は地盤ば
ねによって杭と接続するため，建物の影響を受けない
ように十分大きな土柱として，土柱の断面積を 100000 

m2とする．地盤のせん断ばねの復元力特性は R-Oモデ
ルとし，パラメータ γ0.5，hmaxは，粘性土：γ0.5＝ 0.18％　
hmax＝ 17％，砂質土：γ0.5＝ 0.10％　hmax＝ 21％に設定
する 7）．
減衰を表すダッシュポットについては，簡単のため内
部粘性減衰として扱い，瞬間剛性比例型減衰として自由
地盤の 1次固有周期に対して 2％に設定する．
（7）検討用地盤モデル
検討対象とした地盤を表－ 3に示す．両地盤とも基

盤は Vs＝ 400 m/sの工学的基盤とした．地盤の一次固
有周期は，一様地盤で 1.07 sec，二層地盤で 0.75 secで
ある．

§3．地震応答解析

3－ 1　地震応答解析の概要
（1）解析条件
地震応答解析は，直接積分法（ニューマークβ法　平
均加速度法　β＝ 0.25）とし，積分時間刻みは⊿ t＝
0.0005秒（1/2000）とする．内部粘性減衰は 2 － 2に
示すものとした．
（2）入力地震動
入力地震動波の加速度波形を図－ 4に示す．入力地

震動波は，告示波（位相：八戸，東北大，乱数）の計 3

波とする．
（3）地震動の入力方法
地震波の入力位置は解放工学的基盤面（本モデルでは
杭先端と同位置）とし，基盤層を半無限地盤とするため
に基盤粘性減衰（ダッシュポット要素）を介して露頭波
2Eを入力することで，基盤位置で層内波 E＋ Fとなる
ようにした．

表－ 2　免震部材の諸元

表－ 3　検討対象地盤

図－ 4　入力地震動の加速度波形

図－５　地震動入力方法
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3 － 2　一様地盤における応答性状
杭周地盤ばねを Francisばねとし，地盤を表－ 3に示
す一様地盤とした場合の応答性状を以下に示す．
（1）固有値解析結果
固有値解析結果を図－ 6に示す．1次モードは免震部
材の水平変形に伴うモードであり，2次モードは自由地
盤における 1次モードの影響であると判断できる．
（2）各部の応答結果
①上部構造
上部構造各層の最大応答加速度，最大応答速度，最大
応答変位を図－ 7に示す．最大変形となるのは，入力
地震動を東北位相とした場合である．
②免震部材
変動軸力が生じる隅柱位置の杭頭回転角と免震部材の
時刻歴波形を図－ 8に，免震部材の荷重変形関係を図
－ 9に示す．図－ 8，図－ 9は，採用した地震波の中で
最大変形となる，東北位相入力時の結果である．図－ 8
より，杭頭回転角と免震部材水平変形の間に大きな位相
差は生じておらず，最大値はほぼ同時刻に発生している
ことがわかる．図－ 9は，一般的な免震部材の解析モ
デルであるせん断ばねモデルと剛棒ばねモデルの比較で
ある．隅柱位置の杭頭回転角は 1/200 rad.程度であるた
め，剛棒ばねモデルとした場合でも免震部材の荷重変形
関係に与える影響は小さい．
③下部構造
隅杭の最大曲げモーメントと最大せん断力を図－ 10
に示す．最大曲げモーメントは -5 m近辺であり，最大
せん断力は杭頭部（0 m）で生じている．

3 － 3　杭周地盤ばねとつなぎ梁の影響に関する検討
表－ 3に示す一様地盤，二層地盤を対象とし，杭周
地盤ばねの違い，つなぎ梁の断面形状が応答に及ぼす影
響について解析的検討を行う．ここで，つなぎ梁の影響
に関する検討では，つなぎ梁の断面形状を変更するもの
とする．
（1）杭周地盤ばねの影響
杭周地盤ばねを Francisの式，もしくは基礎指針によ

り設定し，両者の応答を比較する．
一様地盤，二層地盤の隅杭の最大曲げモーメントと
最大せん断力を図－ 11，図－ 12にそれぞれ示す．図－
11より，一様地盤における杭の最大曲げモーメントは
共に -5 m近辺で発生し，せん断力は，杭頭部で大きな
値となっている．図－ 12より，二層地盤での杭の曲げ
モーメントは -5 mと -20 m近辺で大きな値となってお
り，せん断力は -15～ 20 mの区間が大きい．また，一
様地盤に比べ，二層地盤の方がせん断力は大きい．本検
討地盤では，杭周地盤ばねの違いで応答値に大きな差は
生じていない．
（2）つなぎ梁の影響
杭頭部に取り付くつなぎ梁が，杭頭回転角へ与える影

図－ 6　固有値解析結果

図－ 7　上部構造の応答結果

図－ 8杭頭回転角と免震部材の時刻歴波形（東北大位相）

図－ 9　免震部材の荷重変形関係（東北大位相）

図－ 10　下部構造の応答結果
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響について解析的に検証するため，つなぎ梁のせいをパ
ラメータとして地震応答解析を行う．検討ケースは，梁
せい 350 mm，500 mm，1000 mm，1500 mm，2000 mm

の 5ケースとし，つなぎ梁の幅は 1000 mmで一定とした．
地盤は表－ 3に示す Vs＝ 150 m/s，層厚 40 mの一様
地盤とし，杭周地盤ばねには Francisのばねを採用した．
つなぎ梁せいと杭頭回転角の関係を図－ 13に，つな

ぎ梁せいと免震部材水平変位を図－ 14に，それぞれ
中柱位置での結果を示す．図－ 13より，つなぎ梁せい
が大きくなるにつれ杭頭回転角は小さくなり，梁せい
1000 mmでほぼ一定値に近づいている．この結果から，
つなぎ梁が取付くことで杭頭回転角を拘束する効果があ
ることがわかる．また，図－ 14より，つなぎの梁せい
に関わらず，免震部材変位は概ね一定である．これは杭
頭回転角が 1/200 rad.以下と小さいことが影響している
と考えられる．

§4．杭頭免震モデルと基礎免震モデルとの比較

一体解析モデルによる基礎免震モデルと杭頭免震モデ
ルの時刻歴応答解析を行い，両者の応答を比較する．解
析モデル，解析条件は 2 － 2，3 － 1（1）で示したもの
とし，基礎免震モデルはつなぎ梁を B600× D2500，杭
頭免震モデルはつなぎ梁を B1000× D350とした．なお，
杭周地盤ばねについては，Francisばね 7）を採用した．

4 － 1　検討パラメータ
（1）地盤
検討地盤は表－ 4に示すように，理想化した一様地

盤 4ケース，上下層の Vsの差が 2倍程度の二層地盤 2

ケース，文献 2）の site3（No1），site4（No2）の 2ケース，
計 8ケースの地盤とした．対象地盤は液状化の生じない
地盤とし，地盤の1次周期が0.640 sec.～1.698 sec.となっ
ており，第 2種地盤から第 3種地盤を対象とした．
（2）入力地震動
入力地震波は，3 － 1（2）で示されている告示波八

戸位相，東北位相と別途作成した乱数位相の計 3波を採
用することとした．

図－ 11　下部構造の応答結果（一様地盤）

図－ 12　下部構造の応答結果（二層地盤）

図－ 13　つなぎ梁せいと杭頭回転角

図－ 14　つなぎ梁せいと免震部材変位

表－ 4　検討地盤条件

図－ 15　実地盤（左 :No.1　右 :No.2）
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4 － 2　杭径の設定
杭径は杭体の応力が終局強度以内かつ，最大応答杭

頭回転角（以下，θmax）が 1/100 rad.程度以下になる杭
径に調整した．2層地盤の θmaxが小さくなっている理
由としては，Vsの切り替え位置付近で杭体応力が大き
く，軸径が応力で決まったためである．各ケースの杭径，
θmax，θmaxとなる地震波の一覧を表－ 5に示す．

4 － 3　各種影響の考察
基礎免震モデルと杭頭免震 モデルの各種応答結果を図
－ 16（a）～（c）に示す．
（1）免震層水平変形の影響
図－ 16（a）は縦軸に基礎免震モデルの水平変形（以

下，iδ）に対する杭頭免震モデルの iδの比率，横軸に杭
頭免震モデルの θmaxを示している．
図より，θmaxが 1/200 rad.以下であれば杭頭免震モデ

ルは基礎免震モデルの iδ上回ることがないことを確認
できる．また，杭頭免震モデルの iδは地盤条件によっ
ては，基礎免震モデルの iδと比べ約 7.5％程度大きくな
る場合がある．
（2）1階層せん断力係数の影響
図－ 16（b）は縦軸に基礎免震モデルの建物の 1階層
せん断力係数（以下，C1）に対する杭頭免震モデルの
C1の比率，横軸に杭頭免震モデルの θmaxを示している．
杭頭免震モデルの θmaxが 1/300 rad.以下では C1への
影響はほぼない．1/300～ 1/100 rad.の範囲では，杭頭
免震モデル C1は基礎免震 C1に比べ 5％程度増加する場
合がある．
（3）免震層の層せん断力係数の影響
図－ 16（c）は縦軸に基礎免震モデルの免震層の層せ
ん断力係数（以下，Cb）に対する杭頭免震モデルの Cb

の比率，横軸に杭頭免震モデルの θmaxを示している．
杭頭免震モデルの θmaxが 1/100 rad.以下の範囲では，

杭頭免震モデルの Cbは基礎免震の Cbに比べて 1％程度
増加する場合がある．

§5．まとめ

平面フレームによる一体解析モデルを構築し，地震応
答解析を行った．本報での解析条件のもとで，以下の知
見が得られた．
・  設定した一様地盤における応答性状では，変形量が最
も大きくなる告示波東北位相入力時に，杭頭回転角と
免震部材水平変位に大きな位相差は生じなかった．ま
た，免震部材をせん断ばねモデル，剛棒ばねモデルど
ちらとしても，免震部材の荷重変形関係に大きな差は
生じなかった．
・  本報における一様地盤，二層地盤どちらのケースでも，
杭周地盤ばねの違い（Francisと基礎指針）による下
部構造の応答結果に大きな差は生じなった．
・  つなぎ梁には杭頭回転角の拘束効果があり，本報の解
析ケースでは，梁せい 1000 mm程度でその効果はほ
ぼ一定となった．
・  基礎免震モデルと杭頭免震モデルとの応答比較の結果，
本報で設定した解析ケースにおいて，杭頭免震モデル
の杭頭回転角が 1/100 rad.以下の範囲では，免震層変
位は 7.5％程度，1階層せん断力係数は 5％程度，免震
層の層せん断力係数は 1％程度の増加に留まった．

・  本報の解析ケースでは，杭頭免震構造の杭頭回転角が
1/100 rad.以下の範囲であれば，杭頭免震と基礎免震
の免震層の応答値に有意な差は見られず，杭頭免震を
採用した場合でも基礎免震と同等の設計法とすること
が出来る可能性を示した．
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図－ 16　解析結果の比較

表－ 5　設定した杭径
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